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1 ．緒　 言

　拡散接合 は溶融溶接 に 比 べ て 熱変形 が 少な く、 寸法精度 の 高 い 部材 の 接合方法 と して期

待され て い る 。 中で も界 面に 挿 入 したイ ンサ ー ト材の み 加熱 溶 融させ 接 合 する
t／
ろ う｛Kt

””
法

が 汎用 されて い るもの の 、 界 面欠陥 の発 生 と接合に伴 う靭性低 ドが 問題 となる場 合が多い 。

従 っ て、接合 部の 靭性 が低い 拡 散接 含継 手 を構 造体 に適 用す る に は 、 仮 に 欠陥が 存在 して

も、こ れ を設謝で 考慮す る損傷訂容設 計概念 を確立 する こ とが 必要 となる 。 そ こ で本研 究

で は 13Cr − 4Ni 鋼 を母 材 とす る Ni 系ろ う材 を用 い た拡 散接合体 を対象 に混合 モ ー ド ドの

静的破壊 基準 を調査 し、欠陥 を考慮 した 設計許容応 力を決定 した 。

2 ．実験方法

2，1．供試材 料 および試験 片

　 母材 を 13Cr −4Ni 鋼 と し、Ni 系 ろう材

MBF−20（Ni−7Cr−4．5Si−3Fe−3．2B｝を イ

ン サ
ー

ト材 とし て 真 空炉中で 1175℃ x

30 分 間加熱 して 拡散接 合処理 し、そ の

後 550℃ × 4 時 間 の 条件で 焼戻 した 。 接

合層厚 さはほぼ 40μ 皿 とな っ た 。

　 この 接合 体 か ら破 壊 靭 性 試 験 片 （図

i）を採取 した 。 接合角を O
°

，
45 °

，
60 °

の 3水 準 と し、接合 部 中央に まで片 側
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か ら き裂 を施 し試験 した 。 試験 温度 は 室温で あ る 。

2．2．破壊革刃性言式験

図 1 ：破壊靭性用 試験 片

　図 1 の 片 側 き 裂材 を用 い て 静引 張試験 を行 い 、 最人荷重 （Pmax ）点 にお け る応 力拡 大係

“A
’
　RTmaxを破壊 靭性値 と定義 した 。 なお図 1にホ す片側 き裂材 （母材の ヤ ン グ率 ：Ei＝206GPa，

接 合層 の ヤ ン グ 率 ∬
〜
；167GPa

， ボア ソ ン 比 ： 恥
二

め
＝ 0．3、 接合 部厚 さ 40μ m ）に 軸力 が 作

用 す る時の 応 力拡 人係数 の 形 状係数 を FEM解 析 と結城 ら の 方法 に よ り r， め 求め て お き、前

述 の 破壊靭性 の 計算 に適 用 した 。
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3 ．結果 および 考察

3．1．破壊靭性試験結 果

　本接合体 は大 きな塑性 変形 を伴 っ て 破

壊 したため ASTM−E399で 定め る 盈 は 有効

な破壊靭 性値 とな らなか っ た 。 しか し θ

（接合角 ）＝ 0 °

の 試験 片 にお い て 最人荷 重

（P 皿ax ）点 で の K
， …

が 板厚及び き裂長さ

に ほ とん ど依存 しなか っ たため 、こ れ を

破壊靭性値 と定 義 した 。 θ ＝ 0°

，
45 °

及

び 60
°

の 試験片 の 破壊 靭性 を図 2 の K
∫，

、バ 1、　，・，… 線図 に 示 した 。 こ れよ り本接

合体の 静的破壊基準 と して、下 記の 関係

が 、 ほぼ成 立 す る こ とが 示 さ れ た 。

ウ
／
厂
（Xi，me 、

g
≠　κ々 、銅 ！ノ＝ 　51・2（Mpa＞

厂

皿）

3．2．不安定破壊に対 する許容応力

　モ
ー

ド 1負荷に 対す る 」：記 κ
喞 、

を

用い て 、接 合界 面に 半円状 欠陥を有す

る半無限体 の 不 安定 破壊 に 対 す る許

容応力 と 欠陥 寸法 の 関 係を図 3 に示

した 。 本試験 範囲 内で 確認 され た接合

欠陥の 寸法は最 大で も a ＝ 0．1皿m 程度

で あ り、母材耐力以 ⊥ の 応 力を ト分に

許 容で きる こ と を示唆 し て い る。

　 図 3 に は、母材の シ ャ ル ビ衝撃値 よ

り推定 した 現 們 ，
にて 溶融溶接継手の

許 容応 力 と欠 陥 寸法 の 関係 を評価 し

た結果 も示 した 。 靭性値 は溶融溶接継

手の方 が大 き く、同
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図 2 ：混合モ
ー

ド ドの 限界破壊条件
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図 3 ： 欠 陥寸法 と許 容応力 の 関係

10

　　　　　　　　　
一応力で は、拡 散接 合継 于 よ り許 容欠陥寸法は著 しく大 き くな る 。 し

か し溶融溶接 で は 未溶着部部 に代表され る粗大 欠陥が避 け られ な い 場合が あ り、粗大欠陥

の サ イズ に よ っ て は 、靭性値 の 低い 拡 散接合継 手よ り許 容応 力が低 くな る可 能性が あ る 。

4 ．結　言

　拡散接合 部の 静的破壊 某準を調杏 した 結果、接合部 に残存 す る欠 陥サ イズ で は母材 耐カ

レ ベ ル の 応 力 を ト分 に許容で き る こ とが あ き らか とな っ た 。 溶融溶接 部 と比較 して拡 散接

合部の 靭性値（シ ヤ ル ピ衝撃値 に代表）は 低 い も の の 、必 ず しも安全性が 低 い こ とを示 唆 す

る もの で は な い 。接合 の 採 用 に 際 して は 、そ れ ぞれ の接合体で 想定 され る欠 陥 寸法に 対 し

て 許容応力 を、ある い は設 計応 力に 対 して 許容欠 陥 寸法 を決定すべ きで あ る 。
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